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徳島IoT活用研究会の活動と今後について

上席研究員　蔭西義輝

要　旨

1 ．�徳島経済研究所では、これまで 4年間、IoT活用を後押しする活動を続けてきた。この活動は、「シ
ンポジウムの開催」、「徳島 IoT 活用研究会での講演会 ･ワークショップ」、「当研究会メンバー企
業における実際の取り組み」に大別される。「シンポジウム」は 2016 年 8 月、2018 年 2 月に 2回開
催、「講演会 ･ワークショップ」は 2016 年 12 月から 2019 年 7 月にかけ 9回開催した。

2．�IoT に実際に取り組んでいるメンバー企業は、上記活動をきっかけとしたことも含め、研究会全
体の約半数に上っている。

3．�過去 1年間における研究会メンバー企業の実際の取り組みについては、以下の代表的事例が得られ
ている。

　　①豪雨時冠水の予測精度の向上に資する安価な IoTデバイス ･システムの開発
　　②ヘルメットに装着した IoTデバイス ･システムの機能拡充
　　③LoRaWANを用いた IoTの製造業、農業への活用範囲拡大
　　④冷蔵 ･冷凍設備の温度チェックの自動化に向けた実証実験の開始
4．�昨年報告した「中小企業における IoT活用についての考察（徳島経済 2019 Autumn/Vol.103）」では
IoT 活用を後押しする、逆に阻害する要因、問題点などを整理したが、今回以下のように一部修
正および追加を行う。

　　①「経営者等が IoT活用を優先順位の高い経営課題であると認識しているか」から
　　　「経営者等が “IT 活用 ” を “ 最優先レベル ”の経営課題であると認識しているか」に修正
　　②「まずはやってみるか、失敗は許されないか」は不変
　　③「社内に IT人材がいるか」は不変
　　④「安価で技術力のある IT事業者を見つけることができるか」は不変
　　⑤「課題への解決策をチャンスと見ることができるか」は不変
　　⑥「インセンティブを高めるための支援策の拡充」を追加
5．�これまでの活動については、以下の反省点を挙げることができる。
　　① IoT活用に乗り出す企業を大きく広げられていない。
　　②開発を担う適切な IT事業者を増やせていない。
　　③ IoTの立ち位置と方向性の掌握不足。
6．�今般のコロナ禍においてWEB、オンライン、クラウドなどの活用が一層積極的に行われるように
なる中、今後は「生産性向上」、「これまで以上の IT活用」をコンセプトとして、IT全般を対象と
する新たな活動に移行する。
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はじめに 

　徳島経済研究所では、これまで 4年間、IoT
活用を後押しする取り組みを行ってきた。シン
ポジウムの開催や「徳島 IoT活用研究会」での講
演、ワークショップを通じて、IoT の持つ可能
性、活用方法などをさまざまな視点から研究し
てきた。こうした中、研究会メンバー企業の中
で IoTに取り組み、自社業務の効率化や経営革
新、新規事業への進出につなげる企業も現れて
いる。
　メンバー企業のうち約半数でこうした取り組
みがみられる一方、残り半数の企業ではまだ取
り組みが始まっていないが、IoT に取り組んで
いる企業で実現された、ないしは実現されつつ
ある効果を踏まえると、できるだけ早い段階で
IoT に取り組むべきであると思われる。AI が
今後ますます浸透することは確実であると考え
られる中、自社の経営に関してこれまで経験し
培ってきたことを「デジタル化」できているか否
かが、自社の経営高度化の成否を大きく左右す
る、ひいては企業の存続や発展をも左右する、
と確信しているからである。
　一方で、IT を構成するさまざまなテクノロ
ジー、またその活用方法は、ブラッシュアップ
が続けられている。4年前から現在にかけてAI
やデータサイエンスが企業活動やこれを支える
消費者にまで浸透してきたほか、WEB、オンラ
イン、クラウドなどの活用が今回のコロナ禍の
中で一層積極的に行われるようになってきてい
る。この間、IoT の立ち位置、注目度について
は、そうしたテクノロジーを支える裏方として
の色彩が強まってきたこともあって、相対的な
意味で低下した。すなわち、経営高度化のため
には、IoT の活用だけに限るのではなく、広く
各種の IT活用を検討することが必要な時代と
なってきているのである。
　そこで、本稿では、これから IoT活用に取り
組む企業の参考に資することを目的として、当
研究会やメンバー企業が取り組んできたことを

振り返ることで、IoT がいかに自社業務の効率
化や新規事業分野の進出などにつながっている
かを紹介し、その活用におけるポイントを整理
する。また、この間のテクノロジーの進歩やコ
ロナ禍におけるWEB会議やテレワーク等の急
速な普及などの環境変化を踏まえた IT活用の
あり方、ならびに当研究所としての今後の活動
方針に言及する。

１．これまでの活動の流れ

　当研究所では、IoT の活用を通じて地場企業
の経営力を強化し、ひいては地方創生につなげ
るために、これまで 4 年間活動を続けてきた。
この活動は、「シンポジウムの開催」、「徳島 IoT
活用研究会での講演会･ワークショップなどの
開催」、「当研究会メンバー企業における実際の
取り組み（当研究所としてのフォローなども含
む）」の 3つに大別される。
　まず、当研究所としての活動のスタートを宣
言する位置付けとして、2016年8月に「徳島IoT
フォーラム 2016」を開催した。
　同年 12 月に、「徳島 IoT 活用研究会」を発足
し、第 1 回の研究会を開催した。翌年には、3
回にわたって研究会を開催した。こうした中
で、研究会での講演を聴いたことやメンバー企
業間で接点が形成されたことなどをきっかけ
として、実証実験に取り組み始めた企業が現れ
ている。
　2018 年 2 月に開催した「徳島 IoT 活用シンポ
ジウム 2018」では最新事例の紹介をはじめとし
た非常に有意義な講演、および取り組み始め
たメンバー企業などが登壇したパネルディス
カッションを行った。研究会は、講演および
ワークショップを 1回ずつ開催した。
　2019 年は、講演 2回（うち 1回は「RPA」に関
する内容）、ワークショップ1回の計 3回の研究
会を開催した。この間、前年から実施している
ワークショップでの発表などをメンバー企業
に依頼する機会が増えてきたことが足掛かり
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となって、当研究所では当該企業が抱えるさま
ざまな課題やニーズを聴くことが増えてきた。
こうしたことに対応すべく、IT事業者との引き
合わせなどを行ったことを契機として、IoT に
実際に取り組むケースも現れてきた。
　2020 年に入り現在に至るまでは、新型コロナ
ウイルス感染拡大の影響により研究会そのも
のは開催していない。もっとも、メンバー企業
と IT 事業者や大学研究者とのマッチングなど
の活動は継続しており、IoT への取り組みはも
ちろんのこと、AI 活用などを検討する段階に
まで至っている。

２．シンポジウムの開催

（１）徳島 IoT フォーラム 2016
　　 （2016 年 8 月 5 日）
　当研究所では、IoT への取り組みを始める
キックオフイベントして、徳島大学との共催に
より、以下の 3つの講演からなる題記フォーラ
ムを開催した。
（会場：徳島大学長井記念ホール）

・「IoTによる産業クラスターと中小企業の変革」
　㈱三菱総合研究所　企業 ･経営部門 事業推
　進グループ 主任研究員  大川真史 氏
・「Virtual Engineering の現状」～ものづくり
　企業へのインパクト～
　㈱本田技術研究所　四輪R&Dセンター デジ
　タル開発推進室 CIS ブロック シニアエキス

　パート  内田孝尚 氏
・「第四次産業革命への対応」～我が国の製造業
　の方向性～
　経済産業省　製造産業局 参事官室 参事官補
　佐（業種横断施策担当）  長谷川洋 氏

（２）徳島 IoT 活用シンポジウム 2018
　　 （2018 年 2 月 13 日）
　2016 年 12 月に「徳島 IoT活用研究会」を発足
し、以降講演会やメンバー企業における取り組
みについての発表の機会を設けてきた。こうし
た活動を総括し、またその後における活動のさ
らなる活発化や他の企業などへの新たな波及を
目的として、題記シンポジウムを開催した。2つ
の基調講演および当研究会メンバー企業の代表
を中心としたパネルディスカッションでは、さ
まざまな取り組み事例が紹介された。また、展
示 ･デモンストレーションのブースも設置し、
そこでは実際に機器を手に取って見ることもで
きた。IoTは既に身近な存在となっていること
を改めて認識し、取り組んでいく必要性 ･重要
性を確認したシンポジウムであった。
（会場：徳島グランヴィリオホテル）

＜基調講演＞
・「IoTで目指すイノベーティブな新ビジネス」

注：所属、役職は当時のもの。
　　「徳島経済 2016 Autumn/Vol.98」に講演録を掲載。

写真1

写真2
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　㈱ウフル　専務執行役員 IoTイノベーション
　センター所長兼エグゼクティブコンサルタン
　ト  八子知礼 氏
・「大y製薬における IoTの活用」
　大y製薬㈱　生産本部 生産技術部（医薬品担
　当）　係長　原好男 氏
＜パネルディスカッション＞
・「IoTの活用の実際」
　～パネリスト～
　　八子知礼 氏
　　スタンシステム㈱
　　代表取締役社長  眞鍋厚 氏
　　㈱ Skeed　IoT 事業部長 主幹研究員
　　IoTエバンジェリスト　柴田巧一 氏
　　㈱ヨコタコーポレーション
　　取締役総合企画室室長　横田勝己 氏
　～コーディネーター～
　　公益財団法人徳島経済研究所
　　専務理事　荒木光二郎

３．研究会の開催

（１）第 1 回研究会（2016 年 12 月 8 日）
＜講演＞
・「IoTで創造する新しい産業」～すべてを繋げ
　ることが社会課題を解決する～
　㈱ウフル　IoT イノベーションセンター副部
　長　IoTアーキテクト　竹之下航洋 氏

　「徳島 IoT活用研究会」を発足させるとともに
（発足時メンバー：県内企業 ･ 徳島県 ･ 徳島大
学 ･阿波銀行）、本研究会の第 1回を開催した。
スタートということで、まずは総論的な内容を
聴く場とした。

（２）第 2 回研究会（2017 年 3 月 1 日）
　第 1回研究会での講演講師所属と同じ㈱ウフ
ルの松浦氏から講演をいただいた。当時商用化
され始めた「LPWA（Low Power Wide Area：
省電力かつ広範囲をカバーする無線通信規格）」
の一つ「LoRaWAN」の説明が興味深く、この聴
講をきっかけとして、研究会メンバーの㈱スタ
ン ･スタンシステム㈱では、LPガスメーターの
自動検針に乗り出している。

＜講演＞
・「実現例からひも解く IoTの実際」～システム
　構成からデータ活用事例まで～
　㈱ウフル　IoT イノベーションセンターマ
　ネージャー　松浦真弓 氏

注：所属、役職は当時のもの。
　　「徳島経済 2018 Spring/Vol.100」に講演録を掲載。

写真3

写真4
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（３）第 3 回研究会（2017 年 6 月 5 日）
　第 2回研究会に引き続き、㈱ウフルの松浦氏
から講演をいただいた。また、本講演に先立ち、
研究会メンバー企業 2社から IT活用を進めて
いる自社の取り組みについての発表があった。

＜メンバー企業発表＞
・ニタコンサルタント㈱
　「ニタコンサルタントが行う水害への取り組
　み」
・㈱東洋バルブ製造所
　「CVEバルブメンテナンス体制」

＜講演＞
・「導入事例からひも解く IoT」～プロジェクト
　成功のためのポイントとは～
　㈱ウフル　IoT イノベーションセンターマ
　ネージャー　松浦真弓 氏

（４）第 4 回研究会（2017 年 10 月 25 日）
　当研究会の中で、IoT に取り組み始めた、ま
た IT活用を進め経営改革を進めたメンバー企
業 4社から、その経緯や現状などについて発表
してもらう形で実施した。

＜メンバー企業発表＞
・スタンシステム㈱
　「LPWAを活用した徳島発の IoT サービス事
　業の実証実験（進捗報告）」

・㈱ヨコタコーポレーション
　「中小工場でも気軽にできる『プチ IoT アプ
　リ』のご紹介」
・㈱ Skeed
　「IoT を活用したスマートシティ実証実験事
　例」
・㈱大竹組
　「i-Construction･3 次元データ活用 ･ICT イノ
　ベーション」

（５）第 5 回研究会（2018 年 6 月 28 日）
　先述の「徳島IoT活用シンポジウム2018」で表
明した活動方針を受け、IoT を活用して大きな
成果を上げている中小企業の生の声を聴く講演
会とした。
　「自作」により古い機械装置の稼働状況の「見
える化」することから始め、大幅な「カイゼン」に
つなげていくとともに、こうした自社で開発し
たシステムを外販するまでに至っており、しっ
かり取り組めば規模に関係なく経営を大きく変
革できる、と述べられた。IoT が身近なテクノ
ロジーであることを改めて実感する機会となっ
た。

＜講演＞
・「1時間で始めるスマートファクトリー化」
　旭鉄工㈱ ･i Smart Technologies ㈱　代表取
　締役社長　木村哲也 氏

写真5

写真6
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（６）第 6 回研究会（2018 年 10 月 16 日）
　「徳島IoT活用シンポジウム2018」において実
施を表明したワークショップを今回開催した。
具体的には、研究会メンバーの代表企業が、実
際に直面する業務上の課題を IoTにより解決す
ることを目的して、同じくメンバーの IT事業
者と議論する、という進め方で実施した。
　「テーマ 1」では、土砂災害危険箇所での警戒
判定に際し、「解析雨量」に対する信頼性、「リア
ルデータ」の取得のコストなど現状が抱えてい
る問題点が提示された。これらに対し、現行の
観測機器や通信が過度のスペックではないかと
の問題意識が示されるとともに、こうした課題
に対しては安価なセンサーや通信の採用により
コストダウンを図ることが可能といった解決策
の提案がなされた。
　「テーマ 2」では、運営しているリユース
ショップにおいて手管理による在庫管理などで
生じている問題点が提示され、これらに対して、
「RFID（Radio Frequency Identifer）」を活用し
た解決策が示された。

＜ワークショップ：テーマ 1＞
・「土砂災害危険箇所内における低コストでの
　リアルタイム動態観測」
　代表企業 ：ニタコンサルタント㈱
　IT事業者：㈱ Skeed

＜ワークショップ：テーマ 2＞
・「リユースショップにおける在庫管理の現状」
　代表企業 ：㈱ヨコタコーポレーション
　IT事業者：㈱GTラボ

（７）第 7 回研究会（2019 年 1 月 31 日）
　第 6回と同じくワークショップを行った。今
回は、IoT デバイスのプロトタイプ製作と実用
に向けた小型化、機器からのデータ送信や結果
の可視化などについて、これらの具体的な方法
を学ぶ機会とした。
　まずは、代表企業から、土木建設業務におけ
る熱中症対策は非常に重要であり、体温などの
バイタルデータをリアルタイムで把握できる仕
組みを構築したい、というニーズが表明された。
これに対し、IT 事業者からは、汎用的なマイ
コンボードやセンサーを用いての試作 ･データ
取得から始まり、実用に向けたデバイスの小型
化、通信方式の選定、可視化のためのアプリケー
ションの設計 ･選定、実証実験などの説明がな
された。
　なお、このワークショップを受け、ニーズを
提示した代表企業からは、正式に実証実験を行
う検討を進める意向が述べられた。

＜ワークショップ＞
・「スマートドカヘルによる安全性の向上」
　代表企業：㈱大竹組
　IT事業者：㈱ Skeed

写真7

写真8
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（８）第 8 回研究会（2019 年 2 月 8 日）
　現在普及が進んでいる「RPA（Robotic Process 
Automation）」に関する講演会を開催した。なお、
今回は、研究会メンバー企業に加え、共催団体
の徳島経済同友会の会員企業も参加した。
　講師所属のNECでは、早くから「働き方改革」
に取り組んできており、この一環で RPAを開
発し市場化に結び付けた。RPAを取り巻く環境
や今後の動向、この種類や対応可能な業務に加
え、そうした経験に基づいた導入の際に役立つ
ポイントについて紹介がなされた。

＜講演＞
・「現代の働き方が抱える課題とRPAによる変
　革」
　日本電気㈱（NEC）　プラットフォームソリュ
　ーション事業部エキスパート　藤巻 美菜子 氏

（９）第 9 回研究会（2019 年 7 月 25 日）
　ITと産業を一体化することでビジネスモデル
を変革する「DX（デジタルトランスフォーメー
ション）」の考え方や取り組みが広く行き渡ろう
とする中、改めて IoTを非常に重要な構成要素
と位置付け、これに取り組む必要がある。この
研究会では、こうした観点から、IoTビジネス
の基礎知識や導入 ･活用の成功に向けた開発の
進め方などに関して紹介がなされた。

＜講演＞
・「IoT で起こすデジタルトランスフォーメー
　ション」
　㈱CAMI & Co.　代表取締役CEO  神谷雅史 
　氏

４．徳島 IoT 活用研究会メンバー企業
　　の実際の取り組み
　　 ～過去 1 年間における新たなチャレンジ～

　昨年報告した ｢中小企業における IoT活用に
ついての考察（徳島経済2019 Autumn/Vol.103）｣
では、3社での取り組み事例を取り上げた。本
章では、その後からこれまでの約 1年間におい
て取り組まれてきた事例のうち、代表的なもの

写真9

写真10

写真11

注１．以上（１）～（９）の講師、登壇者などの所属、役
　　　職は当時のもの。
注２．「徳島経済 2019 Spring/Vol.102」から一部を抜
　　　粋。
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を紹介する。

（１）安価な IoT を用い豪雨時冠水の予測精度
　　 の向上を目指す
　　 ～ニタコンサルタント「冠水検知センサー」～
　建設コンサルタント、地質調査、測量などを主
業とするニタコンサルタント㈱（本社：徳島市）
では、情報処理事業も手掛けており、この分野
においては土地、構築物、市街地 ･集落などが
自然現象から受けるさまざまな影響についての
解析 ･シミュレーションなども行っている。こ
の業務の中にはシステム化 ･外販にまで至った
事業もあり、今では同社の大きな柱となってい
る。
　この外販しているシステムの一つに、大量
の降水等により発生する河川、水路などの氾濫
を起因とした冠水、洪水の解析、予測を行う
「AFREL（アフレル :Application of Flood Risk 
Evaluation）」がある。これは国土技術政策総合
研究所が開発、および徳島大学環境防災研究セ
ンターが公表し同社が開発 ･改良した 2つの解
析エンジンを搭載しており、内水、外水、内外
水複合の氾濫による冠水 ･洪水の発生やその進
み方などについて、地形、地表面や土地の用途
の状況、域外への排水などを加味した上で解析
･予測 ･シミュレーションができる。
　最近、「ゲリラ豪雨」、「数十年に一度の豪雨」
などすさまじい降雨をよく耳にするようになっ
ている。この豪雨時においては「レーダーによる
解析雨量」が公表されるようになり、当該地域
が危険な状況であることの周知には役立ってい
る。もっとも、このようなテクノロジーが進展
してきたとはいえ、大規模な洪水の発生による
深刻な被害は防ぎ切れていない。また、行政な
ど公的機関が設置している雨量計については、
ミリメートル単位での測量ができ非常に精緻な
結果を得ることが可能な一方で、機器や通信な
どのコストが割高なこともあって多く設置する
ことはできておらず、結果として局所的に発生
する冠水 ･洪水の予測にはなかなかつなげられ

ていない現状がある。
　同社では、こうした状況を受けて、降雨に
伴って実際に発生する初期段階の冠水（たとえ
ば｢5cm｣といった水準）をリアルタイムで把握、
またこのように把握する機器を多く設置した上
で、これらにより得られたデータに対し上記
「AFREL」に用いているシミュレーション技術
を拡張することによって、当該エリアにおける
数時間後の冠水状況の予測が可能になれば、信
頼性の高い効果的な情報を提供できるようにな
るのではないか、と考えていた。
　こうしたニーズをうかがった当研究所では、
過去に実施した徳島 IoT活用研究会でのワーク
ショップ（参照：上記３章６項）で提案された内
容を生かすことができるのではないかと考え、
2019 年 7 月に当研究会メンバー企業でもある
IT事業者の㈱Skeedを同社に引き合わせた。そ
して、両社の間で話が進む中で、以下の「発想」
が出てきた。

・冠水を検知するセンサー機器および通信に掛
　かるコストを劇的に抑え、多くの地点で機器
　を設置できれば、予測精度の向上につながる。
・このために、既存の雨量計のように㎜の単位
　で計測するのではなく、「冠水が○○㎜に達し
　た」という「事実」をセンシングし、リアルタイ
　ムで可視化、周知する。
・年間で数回しか発生しない冠水をセンシング
　する IoTなので、電源には水に触れると電流
　が発生する特殊な電池を使用する。
・センシングしたデータは、容量が小さくかつ
　発生頻度も低いので、通信は Skeed が開発し
　た低コストの LPWA（P2P 方式）を使用する。
・この LPWAは、Skeed がサテライトオフィス
　を開設している美波町において津波防災 ･減
　災のための IoTの通信設備として既に設置さ
　れている。したがって、この IoTの実証実験
　も、まずは美波町で開始したい。

　上記のミーティングの後、同社および Skeed
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はこの IoT 機器の開発に取り掛かるとともに、
徳島大学と共同してAI 等を活用した浸水範囲
の予測精度の向上などの研究にも乗り出した。
また、この一連の開発は、行政などからも助成
を受けるなど、公共性が高く将来に大きな期待
が掛かるプロジェクトと認められている。
　この IoT 機器の開発においては、冠水セン
サーを格納する筐体の製作などを含め多くの苦
労があったが、2020 年 6 月には実証実験を美波
町で開始することができた。現在では、町内で
過去から冠水がよく発生している 3つの地点に
センサーおよび LPWAの通信ノードを設置し
ている。
　この間、豪雨による冠水は生じていないが、
センサーとの通信は日々続けられている。当初
は想定できなかった課題も生じており、その都
度改善 ･手直しを行いながら、実験を進めてい
る最中である。
　実運用、製品化に向けて乗り越えなければな
らないハードルはまだまだ多いが、当研究所と
してもプロジェクトの成功を目指しバックアッ
プを継続していく。

（２）実証実験を踏まえ機能を拡充
　　 ～大竹組「スマートドカヘル」～
　土木建設業の㈱大竹組（本社：海部郡牟岐町）
は、2019 年 1 月に開催した第 7 回研究会での
ワークショップにおいて、土木建設に携わる作
業員の熱中症を起因とする体温上昇や転倒の状
況をセンシングする IoTの実証実験に乗り出す
ことを決意した（参照：上記３章７項）。同年 8
月には、開発に携わった IT事業者の Skeed か
ら、温度センサーと加速度センサーが組み込ま
れた IoT デバイス、LPWA（P2P 方式）のゲー
トウェイ ･通信ノードなどの提供を受け、実証
実験を開始した（参照：徳島経済 2019 Autumn/
Vol.103 ｢中小企業における IoT活用についての
考察｣）。
　この実証実験において、ヘルメットに装着し
た IoTデバイスによるセンシングは無事行うこ

写真12　冠水検知センサー

写真13　現場に設置された冠水検知センサー

写真14　データを中継するLPWA通信ノード
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とができた。もっとも、実験が進む中で、「取得
したデータをもっと見やすくしたい」、「IoT デ
バイス付きのヘルメットをかぶった作業員の現
在位置を知りたい、見やすくしたい」といった
ニーズも生じた。実証実験を実施する意義とし
ては、「なかなかうまくいかない」という失敗を
見つけ改善 ･改良につなげることに加え、「別の
機能を加えればもっと便利になる」といったこ
ともあることがわかり、研究会の事務局を務め
る当研究所としても非常に良い事例に立ち会う
ことができた。
　こうした中、建機大手コマツなどが出資して
運営されている建設生産プロセスを包括するプ
ラットフォーム「LANDLOG」が、この「スマート
ドカヘル」を採り入れることになった。また、開
発した Skeed が LANDLOG のパートナーにな
るなど関係が深まったこともあり、上記実証実
験で生じたニーズの一つである「取得したデー
タを見やすくするため」のユーザインタフェー
ス（UI）がこのプラットフォームを通じて制作
された。また、もう一つのニーズである「作業員
の位置を把握するため」に、IoTデバイスにGPS
モジュールを付加した。これで得られる位置情
報は、上記UI に表示されるようになっている。
　これらの改善が施された「スマートドカヘル」
は、施行を請け負っている高速道路工事の現場
において2020年 8月から実運用されている。懸
案であった作業員の位置情報もWEB上のマッ
プに表示されており、体温 ･転倒の状況も含め、
かなり見やすくなった。
　ところで、GPS に関するデータを扱う場合は
LPWAのゲートウェイなどで消費する電力が
増えてしまう、というデメリットもある。幸い
にもこの現場では通常の 100V 電源を利用でき
ることから、このデメリットに起因する問題は
生じてはいない。もっとも、このような電源を
利用できない現場は他に少なからずある。蓄電
池などの利用（定期的な充電 ･交換作業などが
必要）も考えられるが、一方で現場作業員の手間
を極力回避したいというニーズもあり、解決策

を模索しているところである。
　こうした課題と向き合いながら、当面は「見え
る化」としての使用に専念し、安定的な運用継続
を目指す。その後は、上記データおよび熱中症
などの発生時の外部の状況（気温、湿度、天候、
作業場所 ･内容ほか）のデータを蓄積し、データ
解析などにつなげるなど、新たな取り組みにも
チャレンジしたいと考えている。

（３）「LoRaWAN」を用いた IoT の活用範囲拡大
　　 ～スタンシステム「稲作支援用 IoT」～
　スタンシステム㈱（本社：徳島市）は、第 2回
研究会（参照：上記３章２項）において、低消費
電力 ･長距離 ･狭帯域 ･免許不要 ･小規模デー
タ伝送向きの無線通信「LoRaWAN」の紹介を受
けたことをきっかけとして、IoT に取り組み始
めた。まず、グループ会社㈱スタンにおいて、
この通信によるLPガスの自動検針を2017年度

写真15　ヘルメットに装着した IoTデバイス

写真16　体温 ･転倒状況 ･位置の「見える化」
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に開始している。これ以降、スタンシステムで
は、自動検針の実施件数拡大や大口ユーザー設
置のバルクタンクへの運用を進めるとともに、
他の用途での開発も進めてきた（参照：徳島経済
2019 Autumn/Vol.103 ｢中小企業における IoT
活用についての考察｣）。
　その一つに、工場などにおける LoRaWANの
活用がある。広く普及している無線通信として
は「Wi-Fi」があるが、センシングする対象の位置
によっては遮蔽物等により通信ができない、電
力消費量が多く実用に適さないなどのデメリッ
トがある。一方、LoRaWANを実証実験で利用
すると、すべてではないがこのようなデメリッ
トをカバーできることが判明した。そこで、同
社は徳島県外のある造船所に LoRaWANを用
いた IoTを納入しており、鉄板など遮蔽物の多
い現場において溶接用の機器を流れる電流が外
付けのセンサーで測定されている。これに気温
などのデータも加えた上で、作業状況を可視化
しているとともに、これらのデータの蓄積によ
り、作業能力の高度化や技能伝承などにもつな
げようとしている。
　また、同社は、農業の分野においても LoRa
WANを用いた IoT の活用を始めた。まずは、
稲作の分野に参入しており、作業の省力化、収
量の増加、品質の向上、技術の継承などを目的
として、「稲作支援 SaaS」を開発、2020 年から
美馬市脇町の水田で実証実験を続けている。
　この IoT におけるセンサーでは、照度 ･ 気
温 ･ 湿度 ･ 水位 ･ 水温 ･ 土壌（地温 ･ 体積含水
率 ･ 電気伝導度）を測定する。単二電池 3 個を
内蔵しており、10 分間隔での測定では 1 年近
く連続稼働可能である。取得したデータは、数
km離れた「テレビ阿波」のビル屋上に設置され
た LoRaWAN ゲートウェイ（屋外仕様）を経由
してクラウドに送られ、稲作支援 SaaS により
WEB 上で可視化される。また、チャットボッ
ト機能を用いLINEを通じて情報が伝達される
など、見やすさ、使い勝手の良さも追求したシ
ステムとなっている。

　稲作における最も重要な作業の一つに、水位
の監視 ･管理がある。経営規模にもよるが、高
齢化が進む農業において、梅雨期や夏季におけ
る水位監視のための「見回り」は大きな負担であ
る。また、「猛暑化」が年々進んでおり、この見
回りの負担がさらに重くなっていることはもち
ろんのこと、成長の状況や害虫等の発生状況な

写真17　水田の状況を測定するセンサー

写真18　LoRaWANゲートウェイ（屋外仕様）
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ども過去とは変化してきており、これまでの経
験 ･ノウハウが通用しなくなっていることも増
えている。この一連のシステムは、こうしたこ
とへ対応しようとするものである。
　なお、LoRaWANは、通信可能容量が小さい
ため画像や動画データのやり取りは不向きとさ
れている。このことを打破すべく、今後の実験
では、水田を撮影し、瞬時ではなくある程度時
間をかけながらデータを送信するなどの手法を
用いることで、この通信による水田 ･稲の静止
画像の伝送を目指している。
　さらには、こうして得られたデータを積み重
ね、AI による解析 ･最適化等を交えながら、稲
作技術の改良などにつなげたい、と考えている。
　農業の後継者不足や耕作放棄地の拡大といっ
た問題に対しては、都市部からのUターン ･I
ターンなどによる新規就農者の受け入れ、増加
を目指す必要があるが、上記のデータやこれに
基づく知見などはこうした新規就農者にとって
大いに役立つものになる、と同社、実験に携わっ
ている農家やこの地域の振興に尽力している関
係者は確信している。当研究所も、この取り組
みに対し今後もバックアップを継続していく。

（４）人手 ･ 手管理から自動化へ向けた一歩
　　  ～市岡製菓「冷蔵 ･ 冷凍設備の温度チェッ
　　  　クの自動化」～
　市岡製菓㈱（本社：小松島市）は、本県を代表
する有力菓子メーカーの一つである。「地元の産
物を地元の企業が消費し（買い上げ ･加工）全国
に販売する」という「地産地消」を実践しており、
県産の「なると金時」、「木頭柚子」、「やまもも」、
「はっさく」などを使用したこだわりの菓子の開
発 ･製造に注力してきた。グループの㈱ハレル
ヤでは、県民にとってなじみの深い「金長まん
じゅう」などを製造するとともに、直販店も運営
している。徳島県が選定する「とくしま特選ブラ
ンド商品」に複数の製品が選ばれるなど多くの
受賞歴を誇るとともに、大手コンビニエンスス
トアチェーンにも製品を納入するまでに至って

いる。また、2014 年にはハラール認証を取得す
るとともに、2018 年にはベトナムに工場を建設
するなど、グローバルな展開も進めてきた。
　このように県内菓子業界を代表する企業とし
て業容拡大を続けてきた同社だが、製造現場に
おける課題は少なからずある、と当研究所では
以前からうかがっていた。「生産性向上」、「働き
方改革」、「やりがいの向上」、「魅力ある職場づ
くり」などに取り組むことが求められている中、
同社でも多くの工程や業務において人手、手作
業、手管理、目視などに頼っていることを問題
視しており、可能なものから効率化、自動化を
行いたい、とのことであった。
　こうした人手による作業の一つに、冷蔵 ･冷
凍設備の温度の点検があった。決められた時間
に設備内に入り、温度をチェックし、所定の用
紙に手書きで記入する、という作業であるが、
これを自動化したいとのニーズである。もっと

写真19　冷凍庫内の棚に置かれた温度センサー

写真20　LoRaWANゲートウェイ（屋内仕様）
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も、金属で囲われた冷蔵 ･冷凍設備で IoT化さ
れていない場合、その温度を自動でセンシング
することはそう簡単なことではなく、当研究所
ではこのニーズに即応できていなかった。
　ニーズをうかがってから数ヵ月経過したこ
ろ、「LoRa を用いた冷蔵設備の温度管理」との
WEBが目に入ったことから、これを扱ってい
る研究会メンバーのスタンシステム㈱に問い合
わせたところ、「この IoT のことは耳にしてお
り、取り扱うことが可能」との返事をいただい
た。そこで、同社にスタンシステムを引き合わ
せ、2020 年 7 月から実証実験を開始している。
　工場棟内の冷蔵 ･ 冷蔵設備に置かれたセン
サーから送られた温度データは、事務所棟に置
かれた LoRaWANゲートウェイ（屋内仕様：前
項で述べた屋外使用のものとは異なり、通信可
能距離は短いが、小型でありかつポータブル性
を有する）からクラウドを経由して、WEBで可
視化される。現在実験中であるが、ほぼ問題な
く手間を掛けずに正確な温度を測定し記録を残
すことができている、とのことである。
　また、同社では、上記以外の効率化 ･自動化
を図ることができないか、たとえば、稼働時に
は高温になるオーブンの状況の把握、従業員の
現在位置や配送車両の現在位置 ･経路の捕捉な
ど、さまざまな用途を模索しているところであ
る。こうしたことも含めて、有益な提案がなさ
れ、実運用のステージに移ることを期待してい
る。

５．IoT 活用への取り組みを後押しまた
　　は阻害する要因と必要な対応
　　（再考）

　昨年報告した ｢中小企業における IoT活用に
ついての考察（徳島経済2019 Autumn/Vol.103）｣
では、「IoT活用への取り組みを後押しまたは阻
害する要因」について5つの視点から述べた。

①経営者等が IoT活用を優先順位の高い経営課
　題であると認識しているかどうか
②「まずはやってみる」か、「失敗は許されな
　い」か
③社内に IT人材がいるかどうか
④安価で技術力のある IT事業者を見つけるこ
　とができるかどうか
⑤課題への解決策をチャンスと見ることができ
　るかどうか

　上記内容については、現在でも大きく変更 ･
訂正を要するものはほとんどない。ただし、前
章で紹介した新たな取り組み、IT活用の活発化
･高度化ひいてはDX（デジタルトランスフォー
メーション）への意識の高まり、コロナ禍におけ
るITへの向き合い方の大きな変化などを鑑みる
と、これらの視点を加えた上で、その要因および
対応策を指摘する必要がある。以下では、上記 5
つの視点について評価するとともに、必要があ
れば修正を行う。また、新たな視点も追加する。

写真21　測定した温度の「見える化」
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（１）経営者等が “IT 活用 ” を “ 最優先レベル ”
　　 の経営課題であると認識しているかどう
　　 か　→修正
　上記①では、“IoT 活用 ” に限定した上で指摘
した。IoT 活用で先行している企業は、経営者
等がその活用に積極的であり、「とにかく IoTを
使って何かやってみたい」という意識が強いよ
うにうかがわれたからである。一方、このよう
な意識を抱いた企業は、徳島 IoT活用研究会の
中では多数を占めるまでには至っていない。逆
に、経営における課題解決、利便性向上や新たな
製品 ･サービスの開発のためには “IT 活用 ” が
重要な位置付けになるケースが多いが、IoT が
それに必要となれば活用する、とのオーソドッ
クスな考えを持つ企業の方が多いように見受け
られる。
　もっとも、AI がビジネス、生活などに広く浸
透し、これを包含するDXに注目が集まる中、
今般のコロナ禍により企業の ITへの意識は大
きく変化した。当研究所が2020年 8月に公表し
た「新型コロナウイルス感染拡大の県内企業へ
の影響」における「現在また今後取り組む業務」
をみると、「WEB会議の活用」、「WEB会議活
用による出張回数削減」、「IT 設備の改善 ･増
強」が上位を占めている（図表）。この結果も含め
ITを取り巻く現状を鑑みると、中小企業の IT

活用に対する意識と行動について、紙 ･筆記用
具 ･電卓 ･郵便 ･FAX･ 販売チャネル ･広告媒
体などの利用を切り替えさせてきた「ウィンド
ウズ PC･ インターネット」の普及拡大以来の大
きな変化の現れ、と筆者は捉えている。今後は、
WEB会議はもちろんのこと、使い勝手の良いビ
ジネスソフトウェアが数多く現れるであろう。
　このように IT活用がレベルアップされる中、
これを最優先レベルの経営課題とする中小企業
が少なからず現れると思われる。こうした企業
において、ある課題を解決したいとなる場合に
は、まずはどのような IT を適用できるのか、
と考えることからスタートする。先述のように
IoTはツールの 1つと考えている企業では、IoT
を用いずに対処するかもしれない。もっとも、
IoT を構成するデバイス、通信などに掛かるコ
ストは低下が進んでおり、以前と比べて入手ま
た導入しやすくなっている。IT活用を最優先と
する企業が増えれば、自然と IoT活用に踏み切
る可能性は高まると思われる。
　前章で取り上げた企業は、IT活用を最優先に
掲げて活動している。IT事業者のスタンシステ
ムはもちろんのこと、ニタコンサルタントもソ
フトウェア開発を主要ビジネスの 1つとしてい
る。大竹組では i-Construction 対応の建機を多
数導入するとともに、市岡製菓もパッケージの
消費期限などの表示に関し最新鋭の機器を導入
しミスや漏れが発生しない仕組みを構築してい
る。共通しているのは、IT活用に係る投資に積
極的なことである。

（２）「まずはやってみる」か、「失敗は許されな
　　  い」か　→不変
　IoT は事前に予想や希望していた結果を得ら
れることが保証されているシステムではないこ
とから、スモールスタートで実証実験を行い問
題が発生すればその都度解決する「トライアル
アンドエラー」でないと目的を達成しにくい、と
いわれている。これについては、不変である。
　ちなみに、前章で取り上げた事例において当

図表　現在また今後取り組む業務（複数回答）

出所：徳島経済研究所「アンケート調査『新型コロナウイルス感染拡大の県内企業
　　　への影響』」（2020年 8月）（資料掲載のグラフを一部抜粋）
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研究所からマッチングを持ち掛けたケースで
は、すべてであまり時間を置かずに面談、実証
実験へと乗り出している。まずは「やってみて」、
次に「ああしよう、こうしよう」とか「ほかにこん
なことをやってみたい」といった積極的な考え
を聴く機会が多かった。

（３）社内に IT 人材がいるかどうか　→不変
　IoTを開発･導入･維持管理する場合、IT事業
者に一から最後まですべてを依頼するよりも、
どこか一部だけでも自社で対応できれば、コス
トはその分だけ少額で済む。もっとも、このよ
うな対応ができる人材を抱えている中小企業は
少ないことから、IoT を扱える人材の育成 ･確
保が急務である。これについても、不変である。
　ここでは、このことが理想論ではなく県内に
も人材が存在する、という事例を紹介する。
　IoT やプログラミングに関する実務的な講座
は、IT 関連事業者だけではなく行政なども主
催してこれまで開催されてきている。四国総合
通信局などが主催し当研究所も協力して開かれ
た IoTスキルアップイベント「Web× IoTメイ
カーズチャレンジ 2019-20 in 徳島」では、高校
生、高専生、大学生、社会人などが参加して、
IoT デバイスづくりにチャレンジし、その出来
栄えを競うハッカソンが行われた。小型のボー
ドコンピューターや LED、センサーなどを用い
てデバイスを組み立て、プログラミングにより

制御するという一連の作業を難なく進めていた
ことはもちろんのこと、作品づくりのための発
想やアイデアのレベルも高かった。IoT 人材は
県内にも多くいる、と非常に感心した次第であ
る。なお、今年度はWEB上の大会として実施
されるが、学生はもちろんのこと企業の若手社
員の参加も多数募集しているところである。

（４）安価で技術力のある IT 事業者を見つける
　　 ことができるかどうか　→不変
　中小企業が IoTの開発をする際に、スモール
スタートを要するケースがほとんどであり、本
格的な開発、外販した際の不具合 ･バージョン
アップ対応なども含め、これを大手 IT事業者へ
委託することについては、コストがかさむこと
から非常に難しい。安価で技術力のある IT事
業者を見つけることができるかどうかも、大き
なカギとなる。これについても、不変である。
　当研究所が研究会メンバー企業などのニーズ
をうかがい、これに対応しようとする場合、先
述のスタンシステム、Skeed などとマッチング
させてきた。もっとも、他の IT事業者を開拓
できておらず、このような活動に広がりを持た
せられていないことは反省する必要がある。
　この課題については、行政、経済団体、IT関
連団体などとの連携を今以上に深めながら、IT
事業者に関する積極的な情報収集とアプローチ
に力を入れていく必要がある。また、この対応
の一環でもあるが、四国経済連合会と四国地域
経済研究会（当研究所を含む四国 4地銀の系列
シンクタンクにより構成）が協力して、四国のデ
ジタル技術関連企業が自社の優れた技術 ･サー
ビスを紹介するイベント「四国DXマッチング」
を 2020 年 9 月に開催した。今後も、このような
機会を有効に活用することなどにより、他の地
域の優秀な事業者を見出していきたい。

（５）課題への解決策をチャンスと見ることが
　　 できるかどうか　→不変
　現行の業務上などでの課題に対する解決策に

写真22　「Web×IoTメイカーズチャレンジ」における作
　　　　　業の状況
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ついて、IoT 活用を通じた自社の業務改革や外
販による新ビジネス展開のチャンスとして見る
ことができるか、という積極的かつ柔軟な発想
も重要である。これについても、不変である。
　前章で述べたニタコンサルタントが取り組ん
でいる冠水検知センサーは、まさにこの発想に
基づいたものである。現在普及している雨量計
により得られるデータは、実質的には、設置箇
所での冠水 ･洪水の状況の可視化にとどまって
いる。また、高価なシステムなので、多くの箇
所で設置することは不可能である。一方、同社
が取り組んでいる冠水検知センサーは、○○㎜
といった正確な数値を得ることはできないが、
多くの箇所で□□㎜に到達したというデータを
活用することで、当該地域における自社が開発
した冠水予測システムの拡張を目指すものであ
る。既に開発しているビジネスの強化 ･改革と
ともに、これまで手が付けられていない分野へ
のチャレンジも企図している。
　スタンシステムが取り組んでいるLoRaWAN
の活用も同様である。自社グループ企業が携
わっている LPガス自動検針からスタートした
が、今では工業や農業など他の分野への応用に
取り組んでいる。
　自社の課題解決に向けた IoT活用は、その目
的はもちろんのこと、新たなフィールドに乗り
出すきっかけにもなり得るのである。

（６）インセンティブを高めるための支援策の
　　  拡充　→追加
　中小企業が IoT 活用に乗り出そうする際に、
行政などによる支援策を利用すればそのインセ
ンティブが増したことは、当研究所でも多く目
にしてきた。したがって、このことは追加して
おきたい。
　前章で紹介した活用への取り組みについて
は、行政などが募集するプロジェクトなどで認
められ、開発資金などの支援を得ている事例が
ある。全額支援といった制度はほとんどないが、
半分ないし数分の 1でも補助を受けることがで

きれば、当然ながら財務面での負担は楽になる。
また、採用されることはその取り組みが第三者
に認められたということを意味し、開発へのイ
ンセンティブ、意欲を向上させる要因になる。
さらに、こうした支援策については、その開発
期間は長くても 1年に限定されていることがほ
とんどであることから、開発のピッチが必然的
に早まることにつながっている。
　前章の事例では、ニタコンサルタントの取り
組みに対し、徳島県および阿波銀行学術 ･文化
振興財団が助成を行っている。また、スタンシ
ステムでは、LPガス自動検針や配送業務などの
レベルアップに関し徳島県から助成を受けてい
るとともに、先述の LoRaWANによる水田 ･稲
の静止画像の伝送等に係るシステム開発などに
ついて四国情報通信懇談会からその調査研究を
委託されている。
　徳島県では、コロナ禍において企業の「新し
い生活様式」へ対応するための「WITH･ コロナ
『新生活様式』導入応援助成金」の制度を 2020 年
6 月に設けており、「三密の回避」、「働き方の新
たなスタイル」、「WEB活用」などの取り組みに
対し助成を行っている。新たな IT活用も柱の
一つとなっており、本制度の利用により先述の
（１）「IT活用を最優先レベルの経営課題と認識
する」機会となることも期待できる。8月末時点
での申請件数が 3,000 件を超えるなど、広く認
知、利用されており、申請受付期間は 9月末日
から 12 月 28 日まで延長されている。
　また、国では、2017 年から継続されている
「IT導入補助金」制度、中小企業の設備投資によ
る企業力強化や生産性向上を目的として即時償
却や税額控除の優遇が受けられる「中小企業経
営強化税制」など、さまざまな支援策を整備して
いる。
　企業等による DXの取り込みなどを大きな
柱とする Society5.0 社会の実現という目標に加
え、コロナ禍への対応もあって、現在は行政か
ら多くの支援策が打ち出されている。もっとも、
中長期でみれば、厳しい財政状況を受け現在の



492020
Autumn

ような手厚い支援策は縮小する、と想定してお
く必要があろう。だからこそ、当研究所も含め、
中小企業の IT、IoT の活用をフォロー、バック
アップする経済団体、支援団体、金融機関など
では、このようなさまざまな支援策の情報を早
期にキャッチし、中小企業に的確に伝えて利用
を促していく態勢を整備する必要がある。

６．これまでの活動の反省と今後の活動

（１）これまでの活動の反省
　以上では、徳島 IoT 活用研究会やこのメン
バー企業などによる取り組み、またこの経験な
どから得られたさまざまな知見とこれらに基づ
く IoT 活用に必要な対応などについて述べた。
特に、取り組んできたことに対しての自己評価
は所々で述べてきたが、ここでは指摘すべき重
要な反省点について述べておきたい。

① IoT 活用に乗り出す企業を大きく広げられて
　いない
　徳島 IoT活用研究会を立ち上げる際には、メ
ンバー企業の大半が、新たな取り組みやこれま
での取り組みの高度化に乗り出すことを目的と
していた。しかし、研究会への参加や当研究所の
マッチングをきっかけとした取り組み、また自
社独自での取り組みも含め、IoT 活用に乗り出
したメンバー企業は約半数にとどまっている。
　研究会の運営面、特に、講演やワークショップ
の内容や開催頻度、メンバー企業のニーズの把
握やマッチング、以上の 2点における活動を充
実させられなかったことが大きな要因である。

②開発を担う適切なIT事業者を増やせていない
　先の５章４項でも述べたが、IoT 活用におい
て重要な要素でもある「適切な IT事業者」につ
いては、メンバー企業でもある㈱ Skeed とス
タンシステム㈱以外は見出すことができなかっ
た。
　上記①にも関係するが、IT事業者に関する情

報収集が手薄であったことが主な要因である。
県内外で実施されている ITに関する講演 ･セ
ミナー ･展示会などへの積極的な参加、当研究
所と接点を持つ事業者の増加など、地道な活動
を進める必要がある。

③ IoT の立ち位置と方向性の掌握不足
　「IoT は課題解決のためのツール」と認識はし
ていたつもりだったが、先の５章１項でも述べ
たように「とにかく IoT を使って何かやってみ
たい」というメンバー企業の取り組みを目の当
たりにしたこともあって、「IoT活用そのものを
目的化」してしまうことが多かった。また、ここ
にきてAIやDXが IT界の中心に位置している
のにもかかわらず、IoT に固執したことも反省
点である。もっとも、AI を活用する、DXを進
めていくなどにおいては、IoT がインフラとし
て非常に重要な役割を担っているケースがかな
り多く、今後もその傾向がますます強まってい
くと思われる。
　いずれにしても、速いスピードで移り変わる
ITを軸とした活動においては、以上のようなこ
とをしっかり踏まえていないと、多くの参加メ
ンバーの興味を引き続け、前向きな取り組みへ
の意欲を醸成させることは非常に難しい。

（２）今後の活動

① IT 全般を対象とした新たな取り組みへ
　これまで、徳島 IoT 活用研究会の取り組み、
メンバー企業における具体的な IoT 活用、IoT
活用を後押し（阻害）する要因、活動の反省など
について述べてきた。では、今後の活動はどの
ようにあるべきだろうか。
　今後は、前章で述べた反省なども踏まえ、IoT
といった範囲が定まった中での活動に限定はせ
ず、IT全般を対象とし、この活用による企業経
営の革新を後押しする活動に移行する。また、
そのコンセプトとして「生産性向上」と「これま
で以上の IT活用」を掲げようと考えている。
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②「生産性向上」を目的、入り口とする理由
　わが国企業における IT活用の目的をみると、
「業務効率化 /コスト削減」といった直接的な生
産性向上につながる「守りの IT投資」の比率が
高く、「新たなビジネスモデルの構築」や「製品 /
サービスの開発」といった「攻めの IT投資」は低
い、との調査結果が過去から続いてきた。一方
米国などでは後者の比率が高く、結果的にわが
国の競争力の低下を招いている、との指摘が続
いている（参照：「ものづくり白書」など）。
　当研究所がこれまで IoT活用の後押しに取り
組む中でみてきたのも、企業が IT活用という
アクションを起こす際には、非効率やムダを排
する、手間を減らす、省人化や自動化を行いた
い、といったことが動機となっているケースが
ほとんどであった。一方、上記のような「攻め」
を最初のきっかけとしたケースはほとんどな
かった。もっとも、自社の生産性向上のために
アクションを起こすが、うまくいけば外部へも
展開したい、との希望を持つケースは少なから
ずあった。
　いずれにしても、現状をみれば「攻めの IT投
資」よりも「守りの IT 投資」、「生産性向上」と
いったことを入り口にした方が、IT活用に踏み
切る企業が多くなると考えられる。また、「攻
め」を増やしたいのであれば、「守り」から入った
方が期待する結果を得られやすいと思われる。

③「これまで以上の IT 活用」が行いやすくなっ
　ている現状
　「第四次産業革命」、「Society5.0」などが進み、
「デジタルで社会が大きく変革する」といわれて
いる。確かにスマートフォンやこれに関係する
サービスの台頭などをみるとこうした実感はで
きるが、その他では何が変わったのか、と疑問
に思われる方も多いのではないだろうか。
　しかし、このコロナ禍において、人の移動や
集合に対して大きな制限が掛かったことなどを
起因として、企業では IT活用を進めざるを得
ない状況になった。先の 5章 1項で述べたよう

に、WEB会議やテレワークなどの急速な普及拡
大は、人々の働き方やビジネスの進め方を大き
く変容させるとともに、企業と ITの距離を大
きく縮めている。また、コロナ禍が去った「アフ
ターコロナ」が到来しても、「ビフォーコロナ」の
ような状態に完全に戻るとは考えられない。大
きく縮まった企業と ITの距離は、縮まったま
まであり、元に戻ることはないからである。
　こうした中、2020 年 9 月に発足した菅政権で
は、デジタル化を最重要政策に掲げ、これをさ
らに強化 ･加速する役割を担う「デジタル庁」の
新設に取り掛かった。また、「ウィズコロナ」、
「アフターコロナ」にマッチする新たなビジネス
の構築を目的としたIT関連のWEBセミナーが
毎日のように開催されている。今後は、WEB、
オンライン、クラウド、AI などをベースとして、
これまで思いもしなかったような製品 ･サービ
スが現れてくるだろう。
　とにかく、現在は「これまで以上の IT活用」
が行いやすくなった環境下にあり、意欲さえあ
れば自社の経営改革を成し遂げるチャンスがこ
れまでになくたくさん転がっている、と確信し
ている。

④今後の活動におけるコンセプト
　当研究所の具体的な活動内容は今後検討する
ことになるが、上記② ･③で述べた背景のもと、
徳島IoT活用研究会がターゲットとしたIoTに
限らず、以下もターゲットに含めることを考え
ている。

・WEB会議システムやグループウェアなどの
　活用に関する先進事例の研究や実際の導入を
　推進する。
・「働き方改革」へのニーズは業界、企業問わず
　非常に多いことから、これに関する IT活用
　に重点を置いて活動を進める。
・コロナ禍において地方における労働が改めて
　注目される中、サテライトオフィスの進出 ･
　活用やワーケーションなどと IT活用との関
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　連を研究し、実際の取り組みにつなげる。
・「5G」、「AI」、「ロボティクス」、「3D」、「AR･VR」
　といった高度なテクノロジーの活用事例の研
　究や実際の導入を推進する。

　以上の活動を進めるに当たっては、引き続き
産学官金連携を強化する必要がある。特に、「学」
においては、徳島大学に「デザイン型AI 教育研
究センター」が 2020 年度に設置されるなど、注
目すべき動きがみられている。当研究所として
も、こうした機関との関係を深めることで、中
小企業にとってハードルが高いとされてきたデ
ジタルデータやAI の活用を身近なものにでき
るよう努めていく。
　なお、徳島IoT活用研究会の活動の大きな柱の
一つであった「マッチング」活動については、IoT
に限らず IT全般に対象を広げ継続していく。そ
のためにも、IT事業者との接点を増やすことな
どにより、経営課題を解決できる有効な「マッチ

ング」を多く実施できる体制を整えたい。

おわりに

　2016 年からこれまで IoT の活用推進に取り
組んできました。徳島 IoT 活用研究会のメン
バー企業、ならびに、徳島県、徳島大学、阿波
銀行の関係者のみなさまには、ご多忙のとこ
ろ、研究会への出席や当研究所との面談などに
貴重なお時間を賜りましたこと、本当に感謝申
し上げます。
　これからは活動のターゲットを IT 全般に広
げますが、当研究所がこれまで取り組んできた
情報提供やマッチングの活動は、IoT に関連す
るものも含めしっかりと続けていきます。ご要
望などがございます場合は、お気軽にご相談い
ただければと存じます。
　関係のみなさまには引き続きお世話になり
ますが、どうぞよろしくお願い申し上げます。

〈参考文献〉
　・経済産業省 ･厚生労働省 ･文部科学省［編］「2018 年版～ 2020 年版 ものづくり白書」
　・総務省［編］「令和 2年版 情報通信白書」
　・蔭西義輝「徳島 IoTフォーラム 2016 ～ビジネスに新たなムーブメントを巻き起こす !! ～」徳島経済研究所 徳島経済 2016 
　　Autumn/Vol.98
　・荒木光二郎･蔭西義輝「徳島IoT活用シンポジウム2018 ～今こそビジネス変革を～」徳島経済研究所 徳島経済 2018 Spring/
　　Vol.100
　・蔭西義輝「徳島経済研究所における IoT利活用に向けた取り組み ～徳島 IoT活用研究会の活動を通じて～」徳島経済研究
　　所 徳島経済 2019 Spring/Vol.102
　・蔭西義輝「中小企業における IoT活用についての考察 ～徳島 IoT活用研究会の活動を通じて見えてきた企業の現状や意識
　　から～」徳島経済研究所 徳島経済 2019 Autumn/Vol.103
　・徳島経済研究所「アンケート調査『新型コロナウイルス感染拡大の県内企業への影響』」2020 年 8 月


